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論 文 内 容 要 旨
第1章 課題 と視角
ベ トナムの ドイモイ政策 による制度改革が コメの生産部 門に どのよ うな影 響を与えた
のかについては多 くの研究があるが、流通部門の特 に輸出業者 に朗す る影 響については研
究がなされていない。
なぜ、どのようなコメ輸出業者がベ トナムのコメ輸出 を担 ってきたのかにつ いては、外
国 ・国際機関、ベ トナム政府 、そ してベ トナム人研究者 との三者 の間の コメ輸出制度をめ
ぐる政策論争で間接的に議論 されてきた。議論が集 中 したのは輸出量 を意図的 に操作でき
る輸出Quotaの設定の是非で あったが、Quotaの配分 によ る政府 の輸出組織への干渉 も問
題 とされた。国有部門にコメ輸出の権利が限 られ、特定の国有企業が コメ輸 出において独
占的な地位を持っているのは、そのためであると非難 された。 この点 については、コメ輸
出Quota制度 を廃止 して民間部門の参入も認めた公正な市場を整備すべきであるという外
国 ・国際機関 の原則論 と、 ドイモイ政策の基本コンセ プ トがあ くまでも 「国有部門の主導
する」多成分経済(国 有部門、民間部門、合弁部門な どが併存す る経済)の 実現であると
するベ トナム側の原則論 とが衝突す るのみであった。輸出Quota制度は、ベ トナム政府が
1」、刻みな改革 を繰 り返 した末 に2001年になって撤廃されたが、先の議論か ら、ベ トナムの
コメ輸出貿易があくまでも国有部門 を主力とする旧体制の枠 組みで始ま り、それがコメ輸
'出の発展 と様々な利害調整 に同時に対処しなが ら展開されざるをえなかったことが示唆 さ
れて いる。
以上のような ことか ら、ベ トナムのコメ輸出貿易 の展 開過程 は、輸出Quo重aの配分をめ
ぐる国家、市場、輸出業者のせ めぎ合いとして分析する ことで明確になる と考 え られる。
コメ輸出の管理 と奨励に揺れる国家、主導権 を握 りたい食糧部門の国有企業、直接輸出を
ぞ
増や したい地方政府、新規に参加 した非国有部門の企業 、そ して国内外 の市場構造の変化
が どのように調整されてきたのかが、結局、自由化 に至 るまでのベ トナムのコメ輸出貿易
の展開過程の本質であろう。通常、国際機関か らの圧 力'がな い限 り、輸出国で あれ、輸入
国であれ穀物貿易を自力で自由化 した発展途上国 はほ とん どない。こういった観点か ら、
経済体制の移行期 にあるベ トナムで主要な輸出商品 として登場 したコメ輸出貿易の展開過
程を改めて検討す るのが本研究 の課題である。
第2章 仏領コーチシナにお けるコメ産業の立地
かつて未開地であったメコ ンデルタでは、19世紀半ば にアジアがヨー ロッパ諸国に植民
:地化 されることによって生 じた商品米の需要に対応 して開拓が進み、1920年代には輸出を
前提 とした コメ産業が形成 されていた。1932年に約450万人の人 口があった仏領コーチシ
ナ は、200万haのメコンデル タの水田で約280万トンの籾 の余剰が生 じ、精米で100～120
万 トンを輸出す る英領イ ン ド(現 ミャンマー)に つ ぐ輸 出国であった。
国内においては、100人ほ どの華人籾商人が巧みな流通支配構造を築いて いた。第一に、
デルター 円か ら籾 を集荷す る組織 と保管 ・輸送体制をもって いた。上級米 を販売する大規
模地主に対 しては様々なサー ビスを提供することによって取 り入 り、当時の華人商人の拠
点であったショロン近 くのラックカッ トの籾倉庫 に直接輸送 していた。中小地主の小口の
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籾販売 に対 しては、デルタ中央部 に一時保管倉庫を建設 し、「コメ市場」とよばれる籾取引
の一大拠点 を形成 し、ラックカ ッ トへの輸送 を独 占していた。第二に、華 人籾商人の籾倉
庫のあるラックカットか ら、華人精米業者 の精米所群があるショロン中央部 までの数キロ
の水路 を排他的に支配していた。
他方、精米業者は、20年代の投機 的なコメ輸出貿易のため に破産が相次ぎ華人籾商人か
ら精米 を請 け負う形で細々と経営 していたが、30年代初頭 には、ミト省な どの隣接す る 「コ
メ市場」に脱出する動きがみ られた。おそ らくこの動きはその後デルタ中央部のカン トー
省 な どにも波 及したものとみ られる。華 人籾 商人が籾 の卸売 りか ら得るマー ジンは1931
年 にはメコンデルタの籾販売価格 の2倍 にも達 して いた ことか ら、安価な籾 を調達するた
めで あった と考え られる。 当初、精米所が ショロンに多 く立地していたのは華人の居住地
であった こともあるが、フランス系の輸 出商 との商談が隣の輸出港のあるサイ ゴンのイン
ド・シナ銀行でなされていたか らである。
以上が、華人籾商人が圧倒的な流通支配 を固めた時期の仏領コーチシナのコメ産業の特
徴で あるが、デルタ中央部等の水運 の要衝 に 「コメ市場」 という籾取引の拠点が形成 され
て いた点、現在のホーチミン市の第5,6区にあたるショロン付近 に大型精米所が建設 され




会主義国 に限った外交方針 を転換 した ドイモイ政策が開始 された。コメの生産面に関して
は、第一 に、家族農家経営の 自立性 が認め られ、土地利用権が保護された結果、農家 の継
続的な土地への投資が促 された。第二 に、販売 と資材の購入 における価格が 自由化され、
当初は籾 ・肥料価格比が農家に有利 に推移 した。第三 に、集団化が徹底 していなかったメ
コンデルタでは、対外関係の転換 によって コメ輸出市場へ のアクセスが可能になった こと
が増産意欲 を高めたと考え られた。 こうして、肥料輸入が可能になったこともあって、多
収量品種を乾期作に栽培 した り、二期作、三期作 の導入が広 まった りしたために、コメの
増産が達成 されたのであった。国内生産量 は精米換算で88年の1200万トンか ら2000年の
2200万トンまで増大 し、人 口や一 人当た り消費量 の伸びを上回る生産の拡大が輸出を可能
にしたので ある。140万トンで再 開 した コメ輸出は、慎重な輸出Quotaの設定 もあって、
多 くて も200万トンで推移 して きたが、96年か ら増大 に転 じ99年には400万トンを超え
る量 に達 した。
ベ トナムのコメ輸出組織 を検討す る場合、輸 出Quotaの優 先的な配分 を受ける主軸 コメ
輸 出業者 と呼ばれるカテゴ リー に注 目す る ことで、その構成変化の主要な特徴 を把握でき
るとともに、時々の政策課題 との関連を検討す ることができる。年 初 にリス トが示され具
体的な業者を特定できるのは輸出Quotaの配分 を優 先的 に受ける主軸 コメ輸出業者 に限 ら
れる。輸出許可業者は残 った分の輸出Quotaを受 ける ことがで き、それ以外 の業者 は、す
で に輸出Quotaの割 当を受けた業者 にコミ ッションを払ってQuota枠を利用 させてもらい
輸出する ことになる。なお、農業食 品工業省 と商業省の合議 を中心に進め られたコメ輸出
制度 は、伝統的な社会主義国のアウタルキー志向に則 り、コメ輸出と肥料輸入の制度は常
一641一
にワンセ ッ トで設計され、貿易組織 は一部で両者が重複す る ことになった。
図1に 示 した主軸 コメ輸出業者の構成か らは、中央政府直属の公 司はコメ輸出の発展 と
いうよりは幅広 い政策課題 と関連 して選択された ことがわかる。当時の農業食品工業省主
管の食糧専門業者である中央食糧公司は当然 としても、総合輸出入公司は商業省主管の公
司で あり、省庁間の利権争い とい う側面を当初か ら有 していた。穀物輸入公 司は小麦等の
輸入 に必要 な外貨を、石油輸入公司は石油関連製品の輸入に必要な外貨獲得のために主軸
コメ輸出業者 として指定 された と考え られる。 ドンタップモイ開発公司はメコンデルタの
うちベ トナム戦争中に放棄された ドンタップモイ:地域の開発公司に直接 コメ輸出権が与え
られた形で ある。
メコンデル タで輸出入公司に限定 されたのは、「食糧輸出 と肥料輸入を同時に行 うた め」
(商業省)と され、コメコン諸国か らの肥料輸入が滞る中、農業部門の肥料輸入の確保を
念頭に選択 されたとみてよい。地方輸出入公司は、1981年か ら開始された漸進的な貿易改
革 にお いて外国貿易省直属の商品別貿易公団が業種 ごとの主管官庁に編成替えさせ られた
後 に、地方政府直属の輸出入公司が許可された ことによって80年代中頃か ら90年代初頭
までに全国で約500社設立されて いた。省内の輸出品を全般的に扱 うときは総合輸出入公
司、特 に農産物を扱 う場合は農産物輸出入公司というような名称が付けられ、主 として非
コメコン諸国 とのハー ドカ レンシー貿易を拡大することが期待されていた。
この段階まで のコメ輸出Quota制度は、輸出量 の制限 と配分によって厳格に運用 され る
ものではなかった。全般的にいって、外貨管理を最大の 目的 として選択されたコメ輸出組
織 であった といえる。
第4章 南部食糧総公 司の独占に至 る過程(1992～96年)
1992年か ら96年にかけては、多 くの業者が追加的にコメ輸出に参入す ることによって
加熱 したコメ輸 出に秩序を形成するための取組が進んだ時期である。その中で、1992年に
コメ輸出Quotaが量的制限の方法 として利用され初め、1994年には曖昧で あった主軸 コメ
輸 出業者の位置づけがはっき りとし、輸 出Quotaの優先的配分 と連動 し始めた。
1992年か ら96年までの主軸 コメ輸出業者 の変遷 を図2に 示 した。92年においては、 中
央省庁主管 の国有企業か ら5社 、地方政府主管か ら20社選ばれた。この選定 は、91年度
の実績を考慮 して輸出業者協会が リス トを作成 したが、中央 の公司を別 にすればや は り肥
料輸入 に責任 を持つ ことが求め られた。20万トン以上の輸出能 力がある省 に1社 、50～60
万 トン以上の省 には2社 以上な ど、省における余剰米量 も配分の重要な条件であった。初
期 と比べて中央省庁主管企業 には変化が少ないが、メコンデルタでは余剰 の多い省で2,3
社が主軸 コメ輸 出業者 にな り、初期には選 ばれなかった地方食糧公司が選 ばれるようにな
った。93年には主軸コメ輸出業者が絞 り込まれ、省 によっては複数の業者が選ばれて いた
メコンデルタの各省か らユ社ずつ とされ、全体で17社となった。その際、地方輸出入公司
と地方食糧公 司の両方が主軸 コメ輸出業者であった省で地方食糧公司が残 されるようにな
り、初期に各省が設立 した輸出入食糧公司が独占していた状況か ら一変 した。94年の詳細
については資料 を得 ることができなかったが、ほぼ同様の輸 出組織であった と考え られ る。
そ して この年か ら正式に主軸 コメ輸 出業者が制度化され、輸出Quotaの割 当が量的に明確




以上のような、南部食糧総公司グループの独 占形成 は、輸出価格を維持す るための業者
数の絞 り込み と南部への集中化 と平行 して、90年半ばになって農村における肥料の販売が
問題 となったため、農村 に食糧購買ネ ッ トワー クを持つ食糧公 司が選 ばれた ことか ら進ん
だのである。1995年と96年、北 ・中 ・南部の地域 ごとに指定 された主軸肥料輸入業者の
うち南部に関 しては主軸 コメ輸出業者 と重な ることになった。 すなわち、かつて コメ輸 出
組織 における位置づ けが不明確であった主軸 コメ輸 出業者が外貨管理の点 を重視 して指定
されていた段階か ら、コメ輸出の効率性 、国内にお ける肥料流通の円滑化 の観点か ら指定
され直す とともに、明確 な輸出量の割当 と買上資金 の補助が与 えられるよ うになったので
ある。 このような政策課題 に基づいてコメ輸出組織が調整され る過程で、例 えば、余剰 の
少な い北部の業者や輸出す るコメの品質 に無関心 なホーチ ミン市の地方輸出入公司な どが
輸出Quotaにアクセスするのは困難になった。
第5章 輸出業者数 の増大 と自由化の過程(1997～2001年)
しか しなが ら、このように食糧公司が省 ごとに輸出独 占をす ることによって弊 害 も生 じ、
輸出Quota制度は翌97年 か ら大幅 に変更 され ることになった。第一 に、96年の前半はま
だ世界価格が高止ま りしていた ことか らベ トナムの輸出価格 も有利な価格で推移 していた
にもかかわ らず、メコンデルタでの買上が滞 り米価の低迷を引き起 こした ことで ある。 し
かも、第二 に、年初 に定 めた輸出Quota総:量を年末 になって2度 追加補充 しな ければな ら
ないなど、需要予測の面で も問題が露呈 された。そ して第三に、1989年頃 に各省の人民委
員会が設立 した食糧公 司が95年か ら農業食品工業省に主管が変わ り、南部食糧総公司のグ
ループ企業 になった ともに、Quotaの配分が総公 司に委ね られた ことへのメコンデルタの
人民委員会 の反発 も大 きかった。そのため、97年か らは新たな輸出Quota制度 と主軸 コメ
輸出業者の指定方法が選択されるようになったのである。 このよ うなやや突発的 ともいえ
る南部食糧総公司のグループ化 には、経済体制 の移行 の中で後回 しとされた国有企業改革
の影響であった。
2001年に最終的に撤廃 されたコメ輸出Quota制度 は、コメ輸出量の直接管理 と政府 の意
向に添ったコメ輸出組織 を形成する上で重要で あったはずで ある。それが撤廃 されたのは、
輸出Quotaが非規制的non-bindingとな り、なおかつ配分 による管理 と調整が行 き詰 まっ
たか らではないだろうか。このことは、移行の中で進め られてきた様 々な規制の緩和 とそ
の調整、世界コメ市場の構造変化 とベ トナムの コメ輸 出国 としての地位の変化 が影響 して
いると考 え られるが、 ここではさらに輸出Quota制度 に着 目しなが ら自由化 に至 る過程を
検討す る。
図3に み るように、1997年になって主軸 コメ輸出業者の顔 ぶれ は大 きく変わった。業者
数で約2倍 の32社にな り、メコンデルタではアンザ ン省やカ ン トー省な ど、1省 か ら4社
選ばれるような省 もでて きた。絞 り込みの時期 に指定されなか った地方輸 出入公 司が再度
指定され、カン トー省に限 られ るものの国有農場が直接コメ輸出に参加す るよ うになった 。
また、 これ まで地方か 中央の国有企業か ら輸出Quotaの配分を受ける形で しか コメ輸出に
参加できなかった外国企業 との合弁会社が独 自に輸出Quota枠を取得できるようになった。
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統計上、合弁会社は国有部門に含まれ るが、翌年か らの民間部門の参入 とあ わせて国有部
門の独 占が崩れる ことになった。さ らに99年には41社とな り、ます ます多 くのメコンデ
ルタの業者が指定されるとともに、株式会社 という新たなカテゴ リー の業者が指定 された。
そ して2000年には年初に指定された主軸 コメ輸出業者は49社に達 し、中央 とホーチ ミン
市でさ らに業者が増えた。このように業者 の増加、資本形態 の多様化 、地域の多様化が徐々
に進んだのが97年か ら2000年に至る主軸 コメ輸出業者構成の変遷 の特徴であった。なお、
この段階 においては、輸出許可業者 は主軸 コメ輸出業者 と同義になっている。そ して この
段階にお いては、もはや初期の外貨の管理や90年代中頃の国内肥料流通 といった政策課題
の下請けがな くな り、特 に高品質米 の輸出が可能な加工施設や籾米調達能力の方が重視さ
れるよ うになった。
以上のような推移の背景には次 に検討する輸出Quotaの配分方法の変化 と、恐 らく国有
企業であれ民間であれ、コメの流通 に関わる企業の活動の 自由を制限す るような制度 に対
する反感が極度 に高 まっていた ことが考え られる。例えば、外国企業 との合弁 においては、
特 に精米過程の投資 を期待 しておきながら、肝腎の輸出Quolaの配分が、採算 ライ ンをは
るかに下回 る量で しか受け られなか った。それ らの合弁企業は、アメ リカ合衆国のエ ンバ
ーゴが:解除 され た94年頃か ら活動 を始 めていたが、97年になってようや く直接輸出が認
め られたものの、Quotaの醜分が必ずしも保証 されていたわ けで はなかった。結局99年に
なって独 自の輸 出Quola枠が与え られた に過ぎない。 また、国有農場 はほとん ど国有企業
への輸 出米 供給組織 として活動 していたが、そもそ も89年か ら独立 の企業体 として独 自の
地位をベ トナム農業において築 いていたのだか ら、下請けとしての活動 に不満を持ってい
た。さ らに、歴史的な経緯 もあって南部食糧総公司の設立 と同時 に、直属の企業 として扱
われていたホーチ ミン市を拠点 にす る二つの食糧専門国有公司はやは り独立の経営体 とし
て市場競争に投 げ込 まれなが ら、輸出Quotaの配分 においては総公 司か ら受けざるを得な
かったことか ら、98年頃には正式 に総公司に独 自のQuota枠を要求 していた。かつて主軸
コメ輸 出業者 として活動 していた各省の地方輸出入公司や国内での活動が ドイモイ初期 に
は認め られていた民間業者 にして も同様であった。
以上のよ うに1997年以降、主軸 コメ輸出業者は拡大する とともに、様々な経済成分の企
業の参加が可能 となったが、それは、Quota配分方法の変化 によるもので ある。その最大
のポイ ン トは、輸出Quotaに関して中央枠 と地方枠の区別がなされ、中央 に年間輸出Quota
の30%、地方に70%が配分されるようになった。その上で、各省の人民委員会は省内のなる
べ く多 くの企業に交付す ることになった。輸出総量にっいて は、1997年には350万トン、
98年は400万トン、99年には390万トンの輸出Quotaが設定 されたが、年初 に90%に当た
る量のQuotaが配分され、残 りは夏秋稲の作柄次第 とされ たが、ほぼ年間を通 して個々の
業者が経営計画を立てることがで きるようになった。また、99年のQuota制度はさ らに細
かなカテゴ リー に分 けられた。中央枠 に25%、それ以外 は、地方枠、合弁企業枠、新 市場
を開拓 した業者枠 、北部枠で あった。2000年度は、400万トンの輸出Quota総量が 中央枠、





交付 された。そ して、 この段階 に至 って、かつて肥料の輸入 とコメ輸出を円滑 に連動 させ
るため に外貨の管理 を念頭 に指定 され、っぎにコメ輸出の効率性 と肥料流通の面か ら指定
され直 されてきた主軸コメ輸出業者 は、肥料流通 ・輸出との関連が切れ、 コメの買上か ら
加工、市場開拓まで を一貫 してできるか どうか と、各経済成分、地域 間の経済機会 の平等
という点か ら指定 されるようになった。 これ は、一方で省の人民委員会が多 くの業者 が競
合する ことが省内の農家籾販売価格 を支えるため に必要であると考 えたか らであるが 、他
方では、移行の初期 に、一端各省政府主管 の輸 出入公司や合弁企業の活動を認めて いた こ
とや、国内活動 に限った民間業者が実力を付 けてお り、非現実的な食糧公司の輸出独 占が
受入がたかったか らである。
第6章 結論
ドイモイ後のベ トナムのコメ輸出貿易の展開過程 を、国家、市場、輸出業者のせ めぎ合
いという分析軸か ら明確 にするため、主軸 コメ輸出業者の構成、輸出Quotaの配分方法、
政策意 図 との関連 を検討した結果、 コメ輸出の管理はもちろん、様々な政策課題の調 整の
ために輸 出Quotaの配分が用い られてきたことがわかった。初期 には主 として外貨 の管理
のために中央政府主管の国有企業 とメコンデルタの地方輸 出入公司が主軸 コメ輸出業者 に
指定 され、独 占度 の高まった1990年代半ばには、コメ輸出の効 率性 に加えて円滑な肥料流
通のためにも南部食糧総公司グループが大半 を占めた。しか しなが ら、省政府や各輸 出業
者の不満 と市場の混乱 もあって、97年以降は中央 と地方 に輸出Quotaが分け られた上で主
軸コメ輸 出業者の増大 と自由化が進んできた。それは、各地方 と各経済成分による参 加を
認めるものであったため、突発的な南部食糧公司の独占度 はす ぐさま低下することになっ
た。輸出米市場に様 々なしきりを設けなが ら展開 したベ トナムのコメ輸出Quota制度 は、



































































































































































































[註]図 中の略語 は次 の通 り。 中食公:中 央食 糧公 司あるいは食糧総公 司中央 、
総輸公:総 合 輸 出入公 司、穀 入公:穀 物輸入公 司、特 開公:特 定地域開発公 司で
ここでは ドンタップムオイ総 合サ ー ビス輸 出入 公司、石油輸公:石 油輸入公 司、
地食公:地 方 食糧公 司、地輸 公:地 方輸出入 公司。












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































論 文 審 査 結 果 要 旨
本論文は,ベ トナムにおけるコメ輸出貿易の展開過程 を,「国家 ・市場 ・輸 出業者のせめぎ合い」
とい う興味深い視点から実証的に分析 し,社会主義体制下のコメ輸出管理貿易が ドイモイ政策以降い
かなるメカニズムで市場適合的な自由貿易に移行しつつあるかを解明した研究である。
また,本論文が明らかに した論旨は,1990年代以降の東欧,ソ連,中 国など社会主義諸国が経験 し
た移行経済過程にかかわる複雑多岐に及ぶ問題の一端 を,ベ トナム特有の事情に基づきながら播いた
ものでもあるとい う意味で,か かる学術分野に対 しても貴重な示唆を与える研究である。膨大な研究
成果のエ ッセンスと思われる部分の概要は以下の通 りである。
第1に,国 家の干渉がなかった仏領 コーチシナ時代におけるコメの生産 ・流通 ・輸出構造を華人商
人の経済合理的戦略行動 と関わらしめながら時期を追って解明 し,ドイモイ政策を契機に復活す る市
場適合的流通 ・市場システムの原型 とでもい うべき構図を,著者 自身が発掘 した貴重な仏語,越語文献・
資料を手掛か りとしながら復元 ・提示 した。
第2に,ド イモイ改:革の過程で実現きれたメコンデル タを中心 とするコメの増産,再 開されたコメ
輸出の急伸,そ の下で進展 した多様なコメ輸出業者の形成や再編動向等について,国 内外におけるコ
メ市場の構造変化 と関連づけながら詳細に分析 し,1990年代 中頃までに,コ メの輸出貿易に対する南
部食糧総公司グループの独 占度が高まるという,一見社会主義的管理貿易への後退 と見られかねない
ような現象を招 くに至った事の顛末を,著者の分析軸である 「国家 ・市場 ・輸出業者のせめぎ合い」
を通して具体的に解明した。
第3に,1990年代後半以降の世界 コメ市場がイン ド,中国等の新規参入やアフリカ,ア ジア諸国に
おける輸入 自由化や国際入札の採用等々により,一段 と競争激化に見舞われていった過程を時系列的
に分析 し,こ うしたベ トナムのコメ輸出を取 り巻 く与件大変動の下で,そ れまで形成 された輸出貿易
の独 占体制が輸出クオータ制度の撤廃 とともに崩壊を余儀なくされたこと,それに代わって改めて市
場適合的な輸出業者の再編や輸出政策・制度の整備が進展せざるを得なかったことを,これまた「国家,
市場,輸 出業者のせめぎ合い」を通 して具体的に解明 した。




また,卓 越 した語学力 を駆使 し,英語,仏 語,独 語,越 語,中 国語,イ ン ドネシア語など膨大な文
献を渉猟 しながら,社会主義国ベ トナムの移行経済過程におけるコンフリク トの調整に関わる興味深
い知見を見出 した とい う意味で,国 際的にも注 目される研究である。
よって審査員一同は,本論文の著者に対 して博士儂 学)の学位 を授与す るに値するものと判定した。
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